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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

※平成17年1月1日に、旧南条町、旧今庄町、旧河野村が合併し、南越前町となった。
●人件費
　職員数の水準が類似団体と比較して高いために、経常収支比率の人件費分が高くなっており、集中改革プランに掲げた取組の実
施により改善を図っていく。具体的には、新規採用の抑制（1人～3人）や早期退職者勧奨による職員数の減（15人）など行財政改革
への取組を通じて人件費の削減に努める。
●物件費
　物件費が類似団体平均に比べ下回っているのは、業務の民間委託化への推進が十分に図られておらず職員人件費等から委託料
（物件費）へシフトされていないためである。今後は、更に指定管理者制度による民間委託化を進めることにより、物件費が上昇する
のに対し人件費が低下傾向になるという比率の推移が効果として現れてくる見込みである。
●扶助費
　扶助費に係る経常収支比率が類似団体平均と同水準となったのは、障害者福祉の扶助費が増加したものの、前年度同様に私立
保育園運営委託支弁費の減少などによるものである。今後も制度の見直し、統合等により増加の抑制に努める。
●補助費等
　補助費等その他に係る経常収支比率が類似団体平均を下回っているのは、平成19年度からの補助金等の整理合理化を図った結
果である。今後は第2次補助金等整理合理化による自己検証・見直し等を行なうことにより補助金等の縮減に努める。
●公債費
　合併直前・直後に発行した地方債に加え、合併町村の地方債を引き継いだことにより地方債現在高が増加した影響で、地方債の元
利償還金が膨らんでおり、公債費に係る経常収支比率は類似団体平均を5.2％上回っている。さらに下水道事業などの公営企業債
の元利償還金に係るものなど公債費に類似の経費を合わせると、人口1人当たりの決算額は類似団体平均を76.9％上回っており、
公債費の負担は非常に重たいものになっている。南越前町財政健全化計画では、地方債発行額6億円の上限枠を設定し、地方債の
新規発行を伴う普通建設事業を抑制することとしている。
●その他
　その他に係る経常収支比率が類似団体平均を下回っているのは、主に下水道施設等の維持管理経費の節減による公営企業会計
への繰出金が減少したことによるものである。今後も、上下水道事業については独立採算の原則に立ち返った料金の見直しによる健
全化、国民健康保険事業会計においても国民健康保険料の適正化を図るなどにより、税収を主な財源とする普通会計の負担額が増
加しないよう努める。
●普通建設事業費
　普通建設事業費の人口1人当たり決算額が平成21年度に大幅に増加したのは、中学校の耐震化に伴う大規模改造を行ったためで
ある。平成24年度までに1小学校2中学校の耐震化を予定しているが、地方債発行額の上限枠を堅守し、地方債の新規発行を伴う普
通建設事業の抑制に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,625,536 135,337 89,899 50.5
賃金（物件費） 23,819 1,983 7,605 ▲ 73.9
一部事務組合負担金（補助費等） 264,707 22,039 15,443 42.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 1,737 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 8,900 741 4,966 ▲ 85.1
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 28,509 2,374 2,301 3.2
▲退職金 ▲ 158,959 ▲ 13,234 ▲ 9,268 42.8
合計 1,792,512 149,239 112,683 32.4

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 15.99 10.30 5.69
ラスパイレス指数 90.5 95.0 ▲ 4.5

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

1,273,927 106,063 58,210 82.2

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 25 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 548,827 45,694 16,827 171.6
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

78,962 6,574 8,012 ▲ 17.9

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,852 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 17 -

▲特定財源の額 ▲ 8,692 ▲ 724 ▲ 2,990 ▲ 75.8
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,179,830 ▲ 98,229 ▲ 48,187 103.8

合計 713,194 59,378 33,766 75.9

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

3,162,698 249,247 ▲ 42.5 56,261 ▲ 13.7 ▲ 28.8

うち単独分 1,968,003 155,095 ▲ 53.1 37,300 ▲ 21.1 ▲ 32.0

3,933,205 315,413 26.5 48,871 ▲ 13.1 39.6

うち単独分 2,853,685 228,844 47.6 30,756 ▲ 17.5 65.1

1,390,357 113,554 ▲ 64.0 46,517 ▲ 4.8 ▲ 59.2

うち単独分 1,203,069 98,258 ▲ 57.1 26,777 ▲ 12.9 ▲ 44.2

1,052,677 86,476 ▲ 23.8 54,836 17.9 ▲ 41.7

うち単独分 903,426 74,216 ▲ 24.5 30,795 15.0 ▲ 39.5

1,867,005 155,441 79.8 86,910 58.5 21.3

うち単独分 1,503,505 125,177 68.7 50,891 65.3 3.4

過去５年間平均 2,281,188 184,026 ▲ 4.8 58,679 9.0 ▲ 13.8

うち単独分 1,686,338 136,318 ▲ 3.7 35,304 5.8 ▲ 9.5
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